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平成 16 年 2月 3日 

各 位           

 

平成 16 年 3 月期第 3四半期連結業績状況 

 

上 場 会 社 名          株式会社メッツ 

 (コード番号 4744) 

本 社 所 在 地         東京都港区西麻布四丁目 22 番 12 号 

代   表   者 代表取締役社長   藤原正也 

問 合 せ 先         取締役業務管理部長 大塵 純 

Ｔ Ｅ Ｌ         （03）5485-4058 

 

1.業 績           

(1) 平成 16 年 3月期第 3四半期会計期間の連結業績（平成 15 年 4 月 1日～平成 15 年 12 月 31 日） 

                                       （単位：百万円） 

 

平成 15 年 3月期 

第 3四半期会計期間 

（前年同期） 

平成 16 年 3月期 

第 3四半期会計期間 

（当四半期） 

対前年 

増減率 

（％） 

前期（通期）

売 上 高 327 289 △11.8 388 

営 業 利 益 79 125  57.4   78 

経 常 利 益 78 169 115.2   73 

当 期 純 利 益 59 112 89.4   53 

総 資 産 5,395 5,495 1.9 5,373 

株 主 資 本 5,377 5,484 2.0 5,371 

 

(2) セグメント別連結売上高 

                                        （単位：百万円） 

平成 15 年 3月期 

第 3四半期会計期間 

（前年同期） 

平成 16 年 3月期 

第 3四半期会計期間

（当四半期） 

前期(通期)       期別 

品目 
金額 構成比 金額 構成比

 

対前年 

増減率 

（％） 金額 構成比

  ％ ％   ％

ポータル配信・ 

セキュリティ 232 71.0 265 92.0 14.3 289 74.5 

ソ フ ト ウ ェ ア 95 29.0 23 8.0 △75.6 99 25.5 

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― 

合 計 327 100.0 289 100.0 △11.8 388 100.0 

 

   尚、記載金額は 100 万円未満を切り捨てて記載しております。 
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2.業績の概況（平成 15 年 4 月 1日～平成 15 年 12 月 31 日） 

(当四半期の国内経済について) 

当四半期の国内経済は、内閣府発表の月例経済報告では景気は持ち直しているとの判断も有り、日本経済回復に

対する期待が高まっています。また、リストラクチャリングなどの事業改革を基に収益を回復させる企業も見ら

れるようになりました。しかしながら、力強い個人消費、雇用環境等の回復には至っておらず、急速な円高の進

行に対する懸念も広がっており、国内経済の先行きに関しては依然慎重に対処していく必要があります。 

 

(パソコン市場、ソフトウェア市場及びモバイル市場の動向について) 

社団法人電子情報技術産業協会によれば、わが国の平成 15 年度上半期(4－9 月)における国内 PC 出荷台数は

5,494 千台（前年度比 14％増）となりました。景気回復の兆しを受け、ようやく長い低迷より脱しつつあります。

ソフトウェア市場においては、個人向けのアプリケーション市場が他の分野に比較し、伸び悩みの傾向が続いて

います。一方、社団法人電気通信事業者協会によれば、平成 15 年 12 月末現在、携帯電話の契約数は 79,787 千台

（前月比 0.6％増）となり、その内 IP 接続サービスの携帯電話は 67,805 千台（前月比 0.9％増）と市場の成熟化

に伴い伸び率に鈍化が見られます。 

 

（ASP 市場について） 

ハイテク調査会社の IDC ジャパンによると、2001 年の国内 ASP 市場実績は 72 億円で、その後年平均 66.1％で

成長し、2006 年には 910 億円になるものと予想しています。内訳としては共同作業向けのグループウェアや個別

業務に特化した企業向けソフトがシェアの大半を占め、個人向けソフトは 10％前後のシェアにとどまると見られ

ています。しかしながら、ASP 事業者の半数以上が赤字であるとの結果も出ており、今後もユーザに対して明確

なソリューションを提示できない事業者は市場からの撤退を余儀なくされるでしょう。 

 

（通信インフラとしての高速インターネット化） 

総務省によれば、デジタル加入者線（DSL）、光ファイバー、CATV などを含めたブロードバンド通信サービスの

加入者数は、平成 15 年 11 月末現在で 10,969 千件と 10,000 千件を突破しています。そのうち高速・大容量のブ

ロードバンド通信の主役を担うことを期待される DSL の加入件数は 9,911 千件となっています。 

 

(事業の種類別セグメントの業績について) 

・ポータル配信・セキュリティ 

ASP サーバー構築及び ASP デジタルセキュリティビジネス、ソフトウェアのダウンロード販売、広告収入等から

構成されており、当四半期連結会計期間の売上は 265,821 千円(前年同期比 33,158 千円(14.3%)の増加)となりま

した。これは、販売代理店による顧客獲得が順調であることが寄与しています。 

・ソフトウェア 

グラフィックソフトの G.CREW シリーズ、Photo Crew シリーズ、宛名印刷ソフトの筆自慢シリーズ等から構成さ

れております。当四半期連結会計期間における売上は 23,201 千円(前年同期比 71,930 千円(75.6%)の減少)となり

ました。これは今期は他社に対するソフトウェアの OEM 供給が計上されなかったことが主な原因です。 

・その他 

上記に該当しない事業活動より生じたものですが、当四半期連結会計期間においては計上すべきものがありませ

んでした(前年同期と同じ)。 

 

 (当四半期の業績について) 

上記の結果、当四半期連結会計期間の売上高は、289,023千円(前年同期比38,771千円(11.8%)の減少)を計上する

ことができました。また収益率の高いASPセキュリティビジネスの拡大、経費削減などを図り、営業利益は

125,352千円(前年同期比45,715千円（57.4%）の増加)、経常利益は169,270千円(前年同期比90,601千円

（115.2%）の増加)、当四半期純利益は112,265千円(前年同期比52,977千円（89.4%）の増加)となりました。尚、
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経常利益と純利益の差は、中間期において保有する未公開企業の投資有価証券の評価損54,968千円を計上したこ

とが主な原因です。 

 

(キャッシュ・フローの状況について) 

当四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益 113,428 千円、減価償

却費 18,933 千円、投資有価証券評価損 54,968 千円、利息及び配当金の受取額 45,223 千円などにより、190,176

千円の獲得となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローにおいては、貸付金の実行 1,000,000 千円が影響し、1,021,334 千円の支出

となりました。この貸付金は、業務提携しております株式会社アロンエステートに対しての支出です。当企業グ

ループの中核事業である ASP デジタルセキュリティビジネスは、ビルや店舗、倉庫、工場等への導入がメインと

なりますが、アロンエステートは高収益の賃貸ビル等の売買、管理・運営を手掛けており、当企業グループのセ

キュリティビジネスとは高いシナジーを期待することができます。これにより不動産物件に積極的にセキュリ

ティシステムが導入できるばかりでなく、物件の IT 化を当社が全面的に推進していくことにより、より高機能な

物件開発及び高い利益率の実現が見込めるものと考えます。今回の貸付金はこのように当企業グループの本業に

対する貢献が期待できるため実施いたしました。以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は

1,566,324 千円となりました。 

なお、フリーキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローは増加しましたが、投資活動による

キャッシュ・フローが大きく減少となり、831,158 千円の減少となりました。 

 

3.当連結会計年度の見通し（平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3 月 31 日） 

(当連結会計年度の戦略について) 

ポータル配信・セキュリティ 

当企業グループの中核となるのは BtoB 分野における ASP セキュリティ関連の事業です。当企業グループが推進

するセキュリティ事業は、これまでのアナログカメラ等による監視・録画の防犯システムにデジタル・インター

ネット技術を付加した高性能なデジタル web セキュリティシステムです。インターネット上のサーバーにデータ

を保管し、ASP で高度な管理が可能なシステムは現状では希少であり、技術的アドバンテージを持っています。

不安定な社会情勢に伴い、セキュリティに対する需要も高まっており、今後更なる成長が見込めるものと考えて

います。 

さらに当 ASP セキュリティ事業はマンション、収益ビル等への導入においてオーナーや管理事業者のメリット

が高く、旺盛な需要が見込めることから、今後は不動産事業者とのアライアンスを積極的に展開し収益を向上さ

せていく予定です。不動産事業者とのアライアンスの基幹窓口として、株式会社アロンエステートと本 ASP セ

キュリティシステムの一次代理店として事業提携を行っております。これにより当社はアロンエステート自身や

そのネットワークを活用して不動産物件にセキュリティシステムが導入できるばかりでなく、本システムを利用

した物件管理のコンサルティング、物件自体の IT 化に関する企画・コンサルティング・設備投資なども手掛ける

ことで単にシステムの導入収益だけでなく、これらの付加価値に対する収益増が見込めます。 

また、BtoC 分野での ASP 事業に関しましては、当社のコンシューマー向けソフトウェアのダウンロード版を

Vector、BIGLOBE、ソフト流通のコンピュータウェーブ関連のダウンロードサイトなど有力なサイトを通して販売

しておりブロードバンドインフラの普及に伴い、売上比率としては軽微でありますが一定の収益を確保できるも

のと予想しています。 

 

ソフトウェア 

ソフトウェア事業に関しては引き続きこれまでと、同程度の規模で推移するものと考えています。これは現在、

店頭でのパッケージソフト市場が、販売店のソフト売り場の停滞、商品の低価格化と販促費等の負担、パソコン

市場の成熟化によるユーザの購買行動の変化などにより、縮小傾向に向かうと思われるため、当社の経営資源を

BtoB 分野のポータル配信・セキュリティ事業へシフトするためです。今後もコンシューマー向けのパッケージ製

品はセブンイレブン系列のショッピングサイト「セブンドリーム・ドットコム」を通して販売する予定です。ま
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た、当社製品の OEM 供給先を模索するなど、当社の負担を低減させた手法で一定の収益を確保していく方針です。 

尚、ポータル配信・セキュリティ、ソフトウェアともに売上の多くが当社独自で構築した技術、サービス、製品

等のライセンス収入となり、利益率が高いものとなりますので、売上が格段に増えなくても利益が増えていくモ

デルとなっています。 

 

(当連結会計年度の見通しについて) 

上述しました戦略を実施することにより、当連結会計年度業績予想につきましては、平成 15 年 9 月 24 日に修

正発表しましたとおり、売上高 320 百万円、経常利益 160 百万円、当期純利益 100 百万円と変更ありません。 

また、単体の業績予想につきましては、売上高 210 百万円、経常利益 85 百万円、当期純利益 10 百万円と変更

ありません。 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期・連結）  6,150 円 06 銭 

１株当たり予想当期純利益（通期・単体）   615 円 01 銭 

 

※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであります。予想にはさまざ

まな不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合がありますので、この業績予想に

全面的に依拠して投資等の判断を行うことは差し控えてください。 
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4. 四半期連結財務諸表 

(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：千円) 
第16期第3四半期 

連結会計期間末 

(平成15年12月31日現在) 

第15期第3四半期 

連結会計期間末 

(平成 14 年 12 月 31 日現在) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成 15 年 3 月 31 日) 
期 別 

科 目 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 構成比

(資 産 の 部) % % %

Ⅰ 流 動 資 産           
    

1.現 金 及 び 預 金  1,566,324 2,645,059  2,397,483

2.売 掛 金  7,397 200,393  2,105

3.そ の 他  6,602 46,477  7,412

流 動 資 産 合 計  1,580,325 28.8 2,891,929 53.6 2,407,001 44.8

Ⅱ 固 定 資 産           
    

1.有 形 固 定 資 産 *1 381,323 6.9 377,408 7.0 374,425 7.0

 (1)土 地  330,005 326,804  330,005

 (2)そ の 他  51,318 50,604  44,420

2.無 形 固 定 資 産  17,407 0.3 26,307 0.5 24,567 0.5

3.投 資 そ の 他 の 資 産  3,508,266 63.9 2,084,746 38.6 2,554,516 47.5

 (1)投 資 有 価 証 券  1,205,031 1,290,000  1,260,000

 (2)長 期 貸 付 金  2,200,000 700,000  1,200,000

 (3)そ の 他  103,234 94,746  94,516

固 定 資 産 合 計  3,906,997 71.1 2,488,462 46.1 2,953,510 55.0

Ⅲ 繰 延 資 産           8,185 0.1 14,733 0.3 13,096 0.2

資 産 合 計  5,495,507 100.0 5,395,125 100.0 5,373,607 100.0
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                                      (単位：千円) 
第 16期第 3四半期 
連結会計期間末 

(平成 15年 12月 31日現在) 

第 15期第 3四半期 
連結会計期間末 

(平成 14年 12月 31日現在) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成 15 年 3 月 31 日) 

期 別 

科 目 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 構成比

(負 債 の 部) % %  %

Ⅰ 流 動 負 債           
    

そ の 他  11,499 17,702 1,864 

流 動 負 債 合 計  11,499 0.2 17,702 0.3 1,864 0.0

負 債 合 計   11,499 0.2 17,702 0.3 1,864 0.0

(資 本 の 部) 
 

  

Ⅰ 資 本 金           2,346,750 42.7 2,346,750 43.5 2,346,750 43.7

Ⅱ 資 本 剰 余 金  3,855,812 70.2 4,385,000 81.3 4,385,000 81.6

Ⅲ 利 益 剰 余 金  △718,553 △13.1 △1,354,326 △25.1 △1,360,006 △25.3

資 本 合 計  5,484,008 99.8 5,377,423 99.7 5,371,743 100.0

負 債 及 び 資 本 合 計  5,495,507 100.0 5,395,125 100.0 5,373,607 100.0
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（2）四半期連結損益計算書 

                                      (単位：千円) 

第16期第3四半期連結会計期間 

(
自 平成15年 4月 1日

至 平成15年12月31日
) 

第15期第3四半期連結会計期間 

(
自 平成14年 4月 1日

至 平成14年12月31日
) 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(
自 平成14年 4月 1日

至 平成15年 3月31日
) 

期 別 

 

 

科 目 
金      額 百分比 金      額 百分比 金      額 百分比

    %   

Ⅰ 売 上 高   289,023 100.0 327,794 100.0  388,632 100.0

Ⅱ 売 上 原 価   67,111 23.2 94,972 29.0  118,300 30.4

売 上 総 利 益   221,912 76.8 232,821 71.0  270,331 69.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

1.広 告 宣 伝 費  256 5,051  5,150 

2.役 員 報 酬  37,990 45,835  61,665 

3.給 与 手 当  7,250 16,167  19,797 

4.法 定 福 利 費  3,762 6,539  8,562 

5.業 務 委 託 費  7,596 2,985  2,985 

6.支 払 手 数 料  11,838 14,078  22,330 

7.賃 借 料  4,446 16,891  18,655 

8.減 価 償 却 費  4,179 7,972  9,770 

9.通 信 費  2,621 4,095  5,202 

10.消 耗 品 費  352 2,204  2,349 

11.Ｉ Ｒ 費 用  5,314 ―  ― 

12.そ の 他  10,949 96,559 33.4 31,363 153,184 46.7 35,693 192,162 49.4

営 業 利 益   125,352 43.4 79,637 24.3  78,168 20.1

Ⅳ 営 業 外 収 益     

1.受 取 利 息  41,818 10,622  23,414 

2.法人税等還付加算金  9 1  1 

3.出 資 金 運 用 益  2,275 ―  ― 

4.そ の 他  4,725 48,828 16.9 138 10,762 3.3 138 23,554 6.1

Ⅴ 営 業 外 費 用     

1.新 株 発行費償却  ― 941  941 

2.開 発 費 償 却  4,911 4,911  6,548 

3.そ の 他  ― 4,911 1.7 5,878 11,731 3.6 20,824 28,314 7.3

経 常 利 益   169,270 58.6 78,669 24.0  73,408 18.9

Ⅵ 特 別 損 失     

1.本 社 移 転 損 失  ― 15,807  15,807 

2.固 定 資産売却損 *2 873 ―  ― 

3.固 定 資産除却損 *1 ― 2,314  2,314 

4.投資有価証券評価損  54,968 55,842 19.3 ― 18,121 5.5 ― 18,121 4.7

税金等調整前第3四半期 

(当期)純利益 
  113,428 39.3 60,547 18.5  55,287 14.2

法人税、住民税及び事業税   1,163 0.4 1,260 0.4  1,680 0.4

第3四半期(当期)純利益   112,265 38.9 59,287 18.1  53,607 13.8
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 (3) 四半期連結剰余金計算書 

                                          (単位：千円) 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年12月31日)

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成14年 4月 1日
至 平成14年12月31日

)

 
 

 

 

前連結会計年度 
 

 

 
 

 

(
自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

)

期 別 

 

科 目 

金      額 金      額 金      額 

 資 本 剰 余 金 の 部        

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高   4,385,000  4,385,000  4,385,000 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 減 少 高       

 1 損失処理に伴う資本準備金取崩額   529,187 ―  ― 

Ⅲ 資本剰余金第3四半期末（期末）残高   3,855,812 4,385,000  4,385,000 

 利 益 剰 余 金 の 部        

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高   △1,360,006  △1,413,614  △1,413,614 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 額       

1  第3四半期(当期)純利益   112,265 59,287  53,607 

2  損失処理に伴う資本準備金取崩額   529,187 ―  ― 

Ⅲ 利益剰余金第3四半期末（期末）残高  △718,553  △1,354,326  △1,360,006 
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(4)四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成15年 4月 1日

至 平成15年12月31日
)

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成14年 4月 1日

至 平成14年12月31日
) 

 

前連結会計年度 

 (
自 平成14年 4月 1日

至 平成15年 3月31日
)

期  別 

 

 

科  目 
  金   額 金   額 金   額 

   

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

1. 税金等調整前第 3四半期(当期)純利益 113,428 60,547 55,287 

2. 減 価 償 却 費 18,933 26,454 34,228 

3. 新 株 発 行 費 償 却 ― 941 941 

4. 開 発 費 償 却 4,911 4,911 6,548 

5. 受 取 利 息 及 び 配 当 金 △41,818 △10,622 △23,414 

6. 固 定 資 産 売 却 損 873 ― ― 

7. 固 定 資 産 除 却 損 ― 2,314 2,314 

8. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 54,968 ― ― 

9. 本 社 移 転 損 失 ― 15,807 15,807 

10. 売 上 債 権 の 増 加 額 △5,292 △198,328 △40 

11. 前払費用の減少額又は増加額(△) △1,763 1,743 5,527 

12. 未 収 還 付 消 費 税 の 減 少 額 ― 18,049 18,049 

13. 前 受 金 の 増 加 額 120 ― 449 

14. 敷金・保証金の減少額又は増加額(△)  △9,250 12,176 12,176 

15. そ の 他 10,793 △5,979 13,991 

小   計 145,905 △71,985 141,866 

16. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 45,223 7,920 23,414 

17. 法人税等の受取額又は支払額(△) △952 1,054 △2,666 

18. 本 社 移 転 に よ る 支 出 ― △7,236 △7,236 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 190,176 △70,246 155,378 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

1. 有形固定資産の取得による支出 △20,987 △330,284 △333,485 

2. 無形固定資産の取得による支出 △712 △5,637 △5,637 

3. 無形固定資産の売却による収入 365 ― ― 

4. 抵当証券の取得による収入 ― △300,000 △300,000 

5. 抵当証券の償還による収入 ― 300,000 300,000 

6. 投資有価証券の取得による支出 ― △1,000,000 △1,000,000 

7. 投資有価証券の売却による収入 ― 13,300 13,300 

8. 貸 付 金 の 実 行 に よ る 支 出 △1,000,000 △730,000 △1,230,000 

9. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ― 30,000 30,000 

10. そ の 他 ― ― 30,000 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,021,334 △2,022,621 △2,495,822 

Ⅲ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額

な
△831,158 △2,092,868 △2,340,443 

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 2,397,483 4,737,927 4,737,927 

Ⅴ 現金及び現金同等物の第 3四半期末(期末)残高 1,566,324 2,645,059 2,397,483 
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（四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

期  別

 

 

項  目 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成15年 4月 1日

至 平成15年12月31日
) 

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成14年 4月 1日

至 平成14年12月31日
) 

 
前連結会計年度 
 

(
自 平成14年 4月 1日

至 平成15年 3月31日
) 

1.連結の範囲に関する事項 

 

 

 

 

（1）子会社は全て連結してい

ます。 

（2）連結子会社の数 1社 

（3）連結子会社の名称 

株式会社アイミディア 

なお、連結子会社であり

ました株式会社イー・プ

レジャーは、清算したた

め連結の範囲から除いて

おります。 

（1）同左 

（2）連結子会社の数 2社 

（3）連結子会社の名称 

株式会社イー・プレ

ジャー 

株式会社アイミディア 

（1）同左 

（2）同左 

（3）同左 

2.持分法の適用に関する事項 該当する関連会社はありませ

ん。 

同左 同左 

3.連結子会社の（四半期）決

算日等に関する事項 

 

すべての連結子会社の四半期

決算日は、四半期連結決算日

と一致しています。 

同左 

 

 

すべての連結子会社の決算日

は、連結決算日と一致してい

ます。 

4.会計処理基準に関する事項    

（1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

四半期決算日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は部分資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

有価証券 

・その他有価証券 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は、部分資本直

入法により処理し、売却

原価は、移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

 

①有形固定資産 

定率法によっています。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

工具・器具備品４～10年 

②無形固定資産 

・社内利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法に

よっています。 

・コンテンツ 

7年間の均等償却によって

います。 

 

①有形固定資産 

同左 

 

 

 

②無形固定資産 

・社内利用のソフトウェア 

同左 

 

 

・コンテンツ 

同左 

 

 

①有形固定資産 

同左 

 

 

 

②無形固定資産 

・社内利用のソフトウェア 

同左 

 

 

・コンテンツ 

同左 
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期  別 

 

 

項  目 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成15年 4月 1日

至 平成15月12月31日
) 

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成14年 4月 1日

至 平成14年12月31日
) 

 

前連結会計年度 

 

(
自 平成14年 4月 1日

至 平成15年 3月31日
) 

 

(3) 繰延資産の処理方法 

 

①新株発行費 

     ― 

 

 

②開発費 

 商法規定の最長期間(５年

間)で均等償却していま

す。 

①新株発行費 

 商法規定の最長期間(３年

間)で均等償却していま

す。 

②開発費 

同左 

①新株発行費 

同左 

 

 

②開発費 

同左 

       

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

個別の債権の回収可能性を 

検討して回収不能見込額 

を計上しています。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 (5)その他四半期連結(連結)

財務諸表作成のための重

要な事項 

①ソフトウェアの会計処理 

販売用ソフトウェアの制作

費はすべて研究開発費であ

り、当期製品製造原価とし

て期間費用処理していま

す。 

②消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜

方式によっています。 

― 

 

 

 

①ソフトウェアの会計処理 

同左 

 

 

 

 

②消費税等の会計処理 

同左 

 

― 

 

①ソフトウェアの会計処理 

同左 

 

 

 

 

②消費税等の会計処理 

同左 

 

③自己株式及び法定準備金取

崩等に関する会計基準 

当連結会計年度から「企業会

計基準第１号自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会

計基準」（平成14年２月21日

企業会計基準委員会）を適用

しております。この変更に伴

う損益に与える影響はありま

せん。 

(連結貸借対照表) 

連結財務諸表規則の改正によ

り当連結会計年度から「資本

準備金」は「資本剰余金」と

「欠損金」は「利益剰余金」

として表示しております。 

(連結剰余金計算書) 

1 連結財務諸表規則の改正に

より当連結会計年度から連結

剰余金計算書を資本剰余金の

部及び利益剰余金の部に区分

して記載しております。 

2 連結財務諸表規則の改正に

より当連結会計年度から「欠

損金期首残高」は「利益剰余

金期首残高」と「欠損金期末

残高」は「利益剰余金期末残

高」として表示しています。
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期  別 

 

 

項  目 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成15年 4月 1日

至 平成15月12月31日
) 

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成14年 4月 1日

至 平成14年12月31日
) 

 

前連結会計年度 

 

(
自 平成14年 4月 1日

至 平成15年 3月31日
) 

 

 ― ― ④１株当たり当期純利益に 

関する会計基準 

当連結会計年度から「１株当

たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準委員会

平成14年９月25日 企業会計

基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

なお、同会計基準及び適用

指針の適用に伴う影響につ

いては、（１株当たり情報）

注記事項に記載のとおりで

あります。 

 

5.四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結キャッ

シュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取

得日から3か月以内に満期日

の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資

からなります。 

同左 

 

同左 

 

(表示方法の変更) 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年12月31日) 

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(自 平成14年 4月 1日至 平成14年12月31日) 
｢ＩＲ費用｣は、前第 3 四半期連結

会計期間においては販売費及び一

般管理費の｢その他｣に含めて表示

していましたが、当第 3 四半期連

結会計期間より重要性が高まった

ことから区分掲記しております。

なお、前第 3 四半期連結会計期間

の「ＩＲ費用」の金額は 6,000 千

円であります。 

前第 3 四半期連結会計期間におい

ては「投資その他の資産」につき

その内訳を表示していませんでし

たが、「投資有価証券」が連結総資

産の 5％を超えたため当第 3 四半

期連結会計期間より区分掲記して

おります。なお、前第 3 四半期連

結会計期間末における「投資有価

証券」の金額は 273,300 千円であ

ります。 
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(追加情報) 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年12月31日) 

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(自 平成14年 4月 1日至 平成14年12月31日) 

前連結会計年度 

 

(自 平成14年 4月 1日至 平成15年 3月31日) 

― （自己株式及び法定準備金取崩等

会計） 

第 15 期中間連結会計期間から

｢自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準｣（企業会計

基準第 1 号）を適用しておりま

す。これによる当第 3 四半期連結

会計期間の損益に与える影響はあ

りません。なお、中間連結財務諸

表規則の改正により、当第 3 四半

期連結会計期間における四半期連

結貸借対照表の資本の部及び四半

期連結剰余金計算書については、

改正後の中間連結財務諸表規則に

より作成しております。 

― 

 

注 記 事 項 

(四半期連結貸借対照表関係） 

期  別 

項  目 

第16期第3四半期 
連結会計期間末 
(平成15年12月31日現在) 

第15期第3四半期 
連結会計期間末 
(平成14年12月31日現在) 

前連結会計年度末 
 

(平成15年3月31日現在) 

*1.有形固定資産の 

 減価償却累計額 
82,504 千円 62,230 千円 68,414 千円 

 

(四半期連結損益計算書関係） 

期  別 

項  目 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年12月31日) 

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(自 平成14年 4月 1日至 平成14年12月31日) 

前連結会計年度 

 

(自 平成14年 4月 1日至 平成15年 3月31日) 

*1.固定資産除却損 

の内訳 
    ―  

工具器具備品 1,227 千円 

ソフトウェア 1,086 千円 

工具器具備品 1,227 千円 

ソフトウェア 1,086 千円 

*2.固定資産売却損 

の内訳 
電話加入権   873 千円     ―      ―  
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

第16期第3四半期連結会計期間 

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年12月31日) 
第15期第3四半期連結会計期間 

(自 平成14年 4月 1日至 平成14年12月31日) 
前連結会計年度 

(自 平成14年 4月 1日至 平成15年 3月31日) 
1. 現 金 及 び 現 金同等物の第3四

半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲載されている科目の金

額との関係 

1. 現 金 及 び 現 金同等物の第3四

半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲載されている科目の金

額との関係 

1. 現 金 及 び 現 金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲載され

ている科目の金額との関係 

 

現 金 及預金勘 定 1,566,324千円 現 金 及 預 金 勘 定 2,645,059千円 現 金 及 預 金 勘 定 2,397,483千円

      

現金及び現金同等物 1,566,324千円 現金及び現金同等物  2,645,059千円 現金及び現金同等物 2,397,483千円

 

(リース取引関係) 

第 16 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 15 年 4 月 1日 至 平成 15 年 12 月 31 日） 

該当事項はありません。 

第 15 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 14 年 12 月 31 日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日） 

該当事項はありません。 
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(有価証券関係)  

第 16 期第 3四半期連結会計期間（平成 15 年 12 月 31 日現在） 

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

2.その他有価証券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 

3.時価評価されていない主な有価証券(上記1.を除く) 

その他有価証券 第16期第3四半期連結貸借対照表計上額 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,031千円 

株価インデックス自動延長債 200,000千円 

新株予約権付社債 1,000,000千円 

計 1,205,031千円 

 

第 15 期第 3四半期連結会計期間（平成 14 年 12 月 31 日現在） 

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

2.その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

3.時価評価されていない主な有価証券(上記1.を除く) 

その他有価証券 第15期第3四半期連結貸借対照表計上額 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 60,000千円 

株価インデックス自動延長債 200,000千円 

新株予約権付社債 1,030,000千円 

計 1,290,000千円 
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前連結会計年度（平成 15 年 3月 31 日現在） 

1.売買目的有価証券 

 該当事項はありません。 

 

2.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

3.その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

4.前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額 売却益の合計 売却損の合計 

13,300千円 ― ―

 

5.時価評価されていない主な有価証券(上記2.を除く) 

その他有価証券 連結貸借対照表計上額 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 60,000千円 

株価インデックス自動延長債 200,000千円 

新株予約権付社債 1,000,000千円 

計 1,260,000千円 

  

(デリバティブ取引関係) 

第 16 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 15 年 4 月 1日 至 平成 15 年 12 月 31 日） 

当企業グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

第 15 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 14 年 12 月 31 日） 

当企業グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日） 

当企業グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 
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 (セグメント情報) 

1． 事業の種類別セグメント情報 

第 16 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 15 年 4 月 1日 至 平成 15 年 12 月 31 日） （単位：千円） 

 ポータル 

配信・セ

キュリティ 

ソフトウェ

ア 
その他 計 

消去又は 

全社 
連  結 

売 上 高     

(1)外部顧客に対する売

上高 
265,821 23,201 ― 289,023 ― 289,023 

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 265,821 23,201 ― 289,023 ― 289,023 

営 業 費 用 136,177 27,492 ― 163,670 ― 163,670 

営業利益又は損失(△) 129,643 △4,290 ― 125,352 ― 125,352 

（注） 1． 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

2． 各区分の主な製品 

(1) ポータル配信・セキュリティ……広告宣伝、制作受託業務、データマイニングサービス、ホスティ

ングサービス、チャンネル賃貸サービス及び ASP・ダウンロード販売、

ASP デジタルセキュリティシステム 

(2)  ソフトウェア……G.CREW シリーズ、Photo Crew シリーズ、筆自慢シリーズ等 

(3)  その他……………上記に該当しない事業活動により生じたもの 

 

 

第 15 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 14 年 12 月 31 日） （単位：千円） 

 ポータル 

配信・セ

キュリティ 

ソフトウェ

ア 
その他 計 

消去又は 

全社 
連  結 

売 上 高     

(1)外部顧客に対する売

上高 
232,662 95,131 ― 327,794 ― 327,794 

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 232,662 95,131 ― 327,794 ― 327,794 

営 業 費 用 140,681 107,474 ― 248,156 ― 248,156 

営業利益又は損失(△) 91,980 △12,343 ― 79,637 ― 79,637 

（注） 1． 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

2． 各区分の主な製品 

(1) ポータル配信・セキュリティ……広告宣伝、制作受託業務、データマイニングサービス、ホスティ

ングサービス、チャンネル賃貸サービス及び ASP・ダウンロード販売、

ASP デジタルセキュリティシステム 

(2)  ソフトウェア……G.CREW シリーズ、Photo Crew シリーズ、筆自慢シリーズ等 

(3)  その他……………上記に該当しない事業活動により生じたもの 
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3． 事業区分の変更 

従来、当社グループの事業区分は「自社開発製品」、「他社開発製品」、「ポータル配信」、「その他」の

４事業区分に分類していました。このたび「他社開発製品」について、収益性の悪化による撤退を機

に今後も減少が見込まれるため、当四半期連結会計期間より「その他」に含めて表示することにいた

しました。これに伴う影響額は軽微です。同時に事業区分の名称を「自社開発製品」を「ソフトウェ

ア」に、「ポータル配信」を「ポータル配信・セキュリティ」に変更し、当第 1 四半期からの新規事

業を含めて表示しております。 

なお、前第 3 四半期及び前連結会計年度の事業別セグメント情報を当四半期連結会計年度に用いた事

業区分の方法により区分すると次のようになります。 

第 14 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 13 年 4 月 1日 至 平成 13 年 12 月 31 日） （単位：千円） 

 ポータル 

配信・セ

キュリティ 

ソフトウェ

ア 
その他 計 

消去又は 

全社 
連  結 

売 上 高     

(1)外部顧客に対する売

上高 
103,558 248,110 354 352,022 ― 352,022 

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 103,558 248,110 354 352,022 ― 352,022 

営 業 費 用 412,283 302,807 981 716,072 ― 716,072 

営 業 損 失 308,725 54,697 627 364,050 ― 364,050 

（注） 1． 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

2． 各区分の主な製品 

(1)  ソフトウェア……G.CREW シリーズ、Photo Crew シリーズ、筆自慢シリーズ等 

(2)  ポータル配信・セキュリティ……広告宣伝、制作受託業務、データマイニングサービス、ホスティ

ングサービス、チャンネル賃貸サービス及び ASP・ダウンロード販売、

ASP デジタルセキュリティシステム 

(3)  その他……………上記に該当しない事業活動により生じたもの 

 

前連結会計年度（自 平成 13 年 4 月 1日 至 平成 14 年 3月 31 日）       （単位：千円） 

 ポータル 

配信・セ

キュリティ 

ソフトウェ

ア 
その他 計 

消去又は 

全社 
連  結 

売 上 高     

(1)外部顧客に対する売

上高 
128,156 255,672 354 384,182 ― 384,182 

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 128,156 255,672 354 384,182 ― 384,182 

営 業 費 用 538,690 325,738 1,036 865,465 ― 865,465 

営 業 損 失 410,534 70,065 682 481,282 ― 481,282 

（注） 1． 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

2． 各区分の主な製品 

(1)  ソフトウェア……G.CREW シリーズ、Photo Crew シリーズ、筆自慢シリーズ等 

(2)  ポータル配信・セキュリティ……広告宣伝、制作受託業務、データマイニングサービス、ホスティ

ングサービス、チャンネル賃貸サービス及び ASP・ダウンロード販売、

ASP デジタルセキュリティシステム 

(3)  その他……………上記に該当しない事業活動により生じたもの 
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前連結会計年度（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日）       （単位：千円） 

 ポータル 

配信・セ

キュリティ 

ソフトウェ

ア 
その他 計 

消去又は 

全社 
連  結 

売 上 高     

(1)外部顧客に対する売

上高 
289,427 99,204 ― 388,632 ― 388,632 

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 289,427 99,204 ― 388,632 ― 388,632 

営 業 費 用 189,648 120,814 ― 310,463 ― 310,463 

営業利益又は損失(△) 99,779 △21,610 ― 78,168 ― 78,168 

（注） 1． 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

2． 各区分の主な製品 

(1) ポータル配信・セキュリティ……広告宣伝、制作受託業務、データマイニングサービス、ホスティ

ングサービス、チャンネル賃貸サービス及び ASP・ダウンロード販売、

ASP デジタルセキュリティシステム 

(2)  ソフトウェア……G.CREW シリーズ、Photo Crew シリーズ、筆自慢シリーズ等 

(3)  その他……………上記に該当しない事業活動により生じたもの 

3． 事業区分の変更 

従来、当社グループの事業区分は「自社開発製品」、「他社開発製品」、「ポータル配信」、「その他」の

４事業区分に分類していました。このたび「他社開発製品」について、収益性の悪化による撤退を機

に今後も減少が見込まれるため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示することにいたしまし

た。これに伴う影響額は軽微です。同時に事業区分の名称を「自社開発製品」を「ソフトウェア」に、

「ポータル配信」を「ポータル配信・セキュリティ」に変更し、当連結会計年度からの新規事業を含

めて表示しております。 

なお、前連結会計年度の事業別セグメント情報を当連結会計年度に用いた事業区分の方法により区分

すると次のようになります。 

                               （単位：千円） 

 ポータル 

配信・セ

キュリティ 

ソフトウェ

ア 
その他 計 

消去又は 

全社 
連  結 

売 上 高     

(1)外部顧客に対する売

上高 
128,156 255,672 354 384,182 ― 384,182 

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ―    ― ― 

計 128,156 255,672 354 384,182    ― 384,182 

営 業 費 用  538,690 325,738 1,036 865,465    ― 865,465 

営 業 損 失  410,534 70,065 682 481,282 ― 481,282 

（注） 1． 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

2． 各区分の主な製品 

(1)  ソフトウェア……G.CREW シリーズ、Photo Crew シリーズ、筆自慢シリーズ等 

(2)  ポータル配信・セキュリティ……広告宣伝、制作受託業務、データマイニングサービス、ホス

ティングサービス、チャンネル賃貸サービス及び ASP・ダウンロード

販売、ASP デジタルセキュリティシステム 

(3)  その他……………上記に該当しない事業活動により生じたもの 
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2． 所在地別セグメント情報 

第 16 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 15 年 4 月 1日 至 平成 15 年 12 月 31 日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので、記載を省略しています。 

 

第 15 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 14 年 12 月 31 日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので、記載を省略しています。 

 

前連結会計年度（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので、記載を省略しています。 

 

3． 海外売上高 

第 16 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 15 年 4 月 1日 至 平成 15 年 12 月 31 日） 

海外売上高がありませんので、記載を省略しています。 

 

第 15 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 14 年 12 月 31 日） 

海外売上高がありませんので、記載を省略しています。 

 

前連結会計年度（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日） 

海外売上高がありませんので、記載を省略しています。 
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（１株当たり情報） 

項        目 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年12月31日)

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成14年 4月 1日
至 平成14年12月31日

) 

前連結会計年度 

 

(
自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

) 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 337,269円90銭  330,714円84銭 330,365円50銭 

1株当たり第3四半期（当期）純利益金額 6,904円40銭 3,646円23銭 3,296円90銭 

 なお、潜在株式調整後１株当

たり第 3 四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在し

ないため記載していません。

 

なお、潜在株式調整後１株当

たり第 3 四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在し

ないため記載していません。

（追加情報） 

第 15 期中間連結会計期間か

ら｢1 株当たり当期純利益に関

する会計基準｣（企業会計基

準第 2号）及び｢1 株当たり当

期純利益に関する会計基準の

適用指針｣（企業会計基準適

用指針第 4 号）を適用してい

ます。なお、これによる影響

はありません。 

なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないた

め記載していません。 

当連結会計年度から「1株当

たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第2号）

及び「1株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針

第4号）を適用しておりま

す。なお、これによる影響は

ありません。 

 

（注）1株当たり第 3四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。  

項        目 

第16期第3四半期 

連結会計期間 

(自 平成15年 4月 1日至 平成15年12月31日)

第15期第3四半期 

連結会計期間 

(
自 平成14年 4月 1日
至 平成14年12月31日

) 

前連結会計年度 

 

(
自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

) 

1株当たり第3四半期（当期）純利益金額     

第3四半期(当期)純利益（千円） 112,265 59,287   53,607 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―          ― 

普通株式に係る第3四半期(当期)純利益（千円） 112,265 59,287 53,607 

普通株式の期中平均株式数（株） 16,260 16,260 16,260 

 

(重要な後発事象) 

第 16 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 15 年 4 月 1日 至 平成 15 年 12 月 31 日） 

該当事項はありません。 

第 15 期第 3四半期連結会計期間（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 14 年 12 月 31 日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成 14 年 4 月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日） 

平成 15 年 4 月 4 日開催の取締役会において、子会社アイミディアが株式会社アロンエステートと業務提携を

行い、当社 ASP セキュリティシステムの販売・施工、及びセキュリティコンサルティングに関し販売代理店

契約を締結することを決定いたしました。 

 

 

5. その他 

当四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書は、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」の

別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく会計監査人の手続を実施してい

ます。 


